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1.研究の目的

調査研究の目的は、第 2 期地域福祉計画の策定済み市

区町村を対象に、第1期の進行管理の取り組み状況等の実

態を把握することである。

2.研究の方法

1)調査対諒

①厚生労働省社会・援護局地域福祉課が把握した第2期地

域福祉計画の策定市区町村数は、194か所(2010年3月現

在)。全市町村1750のうち、第1期策定850 (全市町村の

48.5%)、第2期策定玲4 (第 1期の 22.8%)である。な

お、194か所のうち、少なくとも 2か所は2期を策定して

いないと判明。

②市区 a39か所)、町村(53か所)の 192か所のうち、

アンケートの回答者は 151か所(78.6%)、その内訳は、

市区は 110 か所(市区の 79.1%)、町村 41 か所(町村の

π.4%)。回収率に船いて市区・町村の差はなかった。

③回答者における地域福祉計画ヘの係わり

本調査は地域福祉計画を担当する行政職員を対象とし

た実態調査であり、計画担当者に回答を発願いしたが、計

画の係わりは、歌のようなタイプとなった。

③第 2期計画で取組まれた進行管理方法の実態を把握す

るごとである。
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回答者(151人)のうち、第1期と第2期の両方に係わ

ることができた職員は30人(19.8%)である。第2期だ

けに係わる職員が 108 人で、回答者の 71.5%を占める。

なお、13 人は計画の策定や実施、どちらにも係わってい

ないと回答している。

2)分析の視点

①第 2 期地域福祉計画の策定の必要性の認識を明らかに

する。とくに地域福祉計画の有効性の認識に注目する。

②第1期計画に盛り込まれた進行管理の方法の実施状況

等を把握し、第2期計画ヘの影響に注目する。
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第2期計画策定の必要性については、第1期計回の終了

に続いて、計画の有効性を認識したという答えが 49.フ%

で高かった。なお、市区部と町村部に差がみられた。

2)取り組みの実態(計画書上と関係なく実施)
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「推進委員会」のような組織の設置が一番高い実施率を示

し、内推進組織だけを設置しているところが 31 か所

(40.3%)で一番多い。その場合では、有効性の認識は

31のうち 13 にとどまっている。

3)第2期計画書上の進行管理の取り組みの変化
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計画実施の事務局や庁内委員会等の行政内部組織の設

置が第2期計画において、もっとも増加している。
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